別添様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名:発達障がい者支援体制整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　地域生活支援担当　電話番号：058-272-1111（内2618）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,872千円（前年度予算額：5,872千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　発達障がい児（者）の乳幼児から成人期までの各ライフステージに対する一貫した支援体制を整備する。
（1） 発達障がい早期発見のための専門職向けセミナー

　岐阜県障害幼児研究会に委託し、発達障がい児に対する指導や支援の方法等に関する講習、個別支援計画の作成に関する講習を実施して発達障がい児の療育指導に携わる職員の資質向上を図る。

（2） 市町村サポートコーチ事業

　市町村サポートコーチを配置し、支援体制の進んでいない市町村の相談に対し助言等を行う。

（3） 発達障害者支援体制整備推進会議
　　有識者や当事者団体からなる推進会議を設置し、発達障がい者等の総合的な支援体制の整備推進に関すること等について検討を行う。
（4） 早期療育支援ネットワーク事業
発達障がい児等に対する適切な集団指導の在り方について検討し、その成果について県内療育施設等に普及する。
（5） 自閉症啓発デー

　　国連の定めた世界自閉症啓発デーに合わせて県民に対し啓発資材を配布することにより、自閉症への理解を深める。
	２　所要経費


　　5,872千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
・在宅の発達障がい児や重度心身障がい児に対する圏域ごとの支援体制を充実する
	２　これまでの取組状況


　「岐阜県発達障がい者等支援体制整備推進連絡会議」を毎年２回開催し、福祉分野のほか、医療、就労、教育、家族団体等の関係者との連携の下で、県内の支援体制の整備について協議。また、支援体制の構築が進んでいない市町村に対して、市町村サポートコーチが個別に助言指導を実施中。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２１年度までに、より身近な地域で専門的な支援が受けられるよう、地域の支援拠点づくりを進めてきた。支援の体制は整いつつあるが、さらなる体制の強化を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	再　生

基　金
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	国　庫

支出金
	分担金
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	使用料

手数料
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	5,872
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